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１，はじめに 

 世界で環境負荷の小さな再生可能エネルギーへの機運

が高まっている．日本は海に囲まれているので潮力，波

力等の海洋エネルギーを容易に利用できる．国土は狭い

が排他的経済水域は広大で，海の持つポテンシャルは極

めて大きい．1980 年代以降，日本で海洋エネルギー発

電利用の為の研究が活発に行われた (e.g.大熊ら (1992) ,

経塚ら (2009)) が,日本では世界に比べて波力潮力エネ

ルギーが弱く，近年では実海域における現地実験も行わ

れている.欧州に比べ海洋エネルギーの利用技術の開発

普及は遅れた．しかし，近年再生可能エネルギーへの注

目が集まる中で，日本における海洋エネルギー利用の為

の研究が再び活発になってきている．本研究は日本近海

における潮流エネルギーの分布の特徴を調べるものであ

る． 

 海洋エネルギー発電に分類される潮力発電は，海洋の

潮汐・海流のエネルギーを利用して発電を行うものであ

る．大きく 2 種類に分類でき、(a) 沖合の海中に設置し

たプロペラを潮流により回転させることにより発電を行

うもの (図 1) .このデバイスの場合, 2m/s 程度の潮流流

速があれば，実用に供する程度の電力が得られるといわ

れている．また (b) 潮汐による海面変動をせき止め，

低落差で水力発電を行うもの (図 1) . このデバイスによ

り発電するには一般的に 5m 以上の潮位差が必要といわ

れているが,より小潮位でも発電を有意に行う為のデバ

イスの開発も行われている. 日本は世界で比較的潮位差

が小さく，潮流発電に不利だと予想されてきた．しかし、

特に細い水路状の地形が形成されているところ等では大

きな潮流流速が得られる可能性がある.また,近年では発

電装置の開発・改善も進められている.そこで本研究で

は三次元非静水圧海洋流れモデルである MITgcm によ

り日本近海における潮流場を計算し,潮流エネルギーの

分布を特徴化することを目的とする． 

 (a)                        (b) 

 

     図 1：潮流・潮汐発電の例 

(a)出典 http://ameblo.jp/ghostripon/entry-10299954785.html 

2，計算方法 

2-1，三次元非静水圧海洋モデル 

 海洋流れモデルとして，大気・海洋の流れを計算する

ためにマサチューセッツ工科大学において開発が進めら

れている数値モデル，MITgcm (MIT General Circulation 

Model) を用いる．海洋の流れを求める際，しばしば静

水圧・Boussinesq 近似した方程式系が基礎式として用い

られてきたが，この場合動圧の効果が含まれない為，特

に沿岸域において発生する鉛直運動を伴う流れ場につい

ては正しく再現することができない．一方，MITgcm で

は非静力学過程を近似することなく流れを計算すること

ができるため，鉛直流速を含む沿岸域の地形変化に応じ

た流れ場を適切に再現することが可能である． 

本研究では，東方向を x，北方向を y,水面から鉛直下方

向を z と定義すると,基礎方程式を次式のように表せる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)(2)(3)式はそれぞれ x 方向・ｙ方向・z 方向の運動方

程式であり，(4)式は連続式である． u，v，w は，x，y，

z 方向流速．φは圧力，  は地球の自転速度，b は浮

力,(1)～(3)式の各右辺は forcing/dissipation 項であり,本研

究では重力,コリオリ力,粘性力等を考慮した. 

 

2-2，全球潮汐モデル 

  MITgcm で計算を行う際の潮流の境界条件は,全球潮

汐モデル TPXO により求めた.TPXO では,潮位,潮流につ

いての主要な 8 種類(M2,S2,N2,K2,K1,O1,P1,Q1) ,長周期

の 2 分潮(Mf,Mm) ,非線形成分の 3 分潮(M4,MS4,MN4) 

の計 11 成分潮の調和解析を求めることができ,またそれ

らを元に任意の日付・時刻の潮流場を計算することがで

きる. 

図 2−1 は,TPXO を用いて計算した潮位変動と,気象庁

のホームページ(http://www.jma.go.jp/jma/index.html)で公

開されている潮汐観測資料を比較したものである. 
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図 2-1：TPXO による計算結果と気象庁の潮汐観測資料

の潮位変動比較 (沖縄県那覇西(北緯 26°13″,東経

127°40″ 2011/8/1-2011-8/30)) 赤いグラフが,TPXO を用い

て計算した潮位変動.青いグラフが気象庁の潮位観測資

料を示している. 

 

 TPXO によりほぼ正確に潮位変動を再現できることが

確認できる. 

 

2-4, 計算条件 

表 2‐1,表 2‐2 に計算条件，図 2-2 に計算領域内にお

ける海底地形を示す．これらの地形は NOAA(米国立海

洋大気圏局)が提供する 1min×1min 解像度のデータ

ETOPO1 を補間して与えた．本研究では,潮流エネルギ

ー分布の基本的な特徴を調べるために,M2 成分の潮汐の

みを境界条件として与えた (Run1).一方,大潮時にはその

2 倍程度の潮位差が表れると考えられるため,それに対応

させるために,M2 分潮の 2 倍の潮流流速を境界に与えた

ケースも計算した (Run2). 

  

表 2‐1：計算領域・計算条件 

計算領域 計算領域 水平グリッド幅 

(北緯[度]） (東経[度]) (Δx×Δy） 

128.008～128.568 26.032〜26.944 0.016°×0.016° 

 

グリッド数 タイムステップ 計算期間 

(x×y×z) (秒) (日) 

60×60×60 360 2011/11/23-11/30 

 

 

 図 2-2: 計算領域・地形データ 

 

3, 検証 

 MITgcm を用いて計算した潮流場の妥当性を確認する

ために,Run1 の計算結果を気象庁のデータと比較する 

(図 3−1).  

 

図 3-1：MITgcm による計算結果と気象庁の潮汐観測資

料の潮位変動比較(沖縄県那覇西(北緯 26°13″,東経

127°40″ 2011/11/23)) 青いグラフが MITgcm による計算

結果,赤いグラフが気象庁の潮位観測資料を示している. 

 

 MITgcm で計算した潮流場は M2 成分のみを与えてい

るため,単純な比較はできないが,潮位差変動周期が実際

の潮汐から大きく逸脱しないことが確認できた. 

 

4，計算結果 

4-1, 流速 

 図 4-1 は Run1 における計算開始から t=15h,18h,21h,24

の流速分布を表す.これらは,それぞれ沖縄本島に対して

上げ潮・下げ潮時を含む 3 時間おきの位相に対応してい

る. 
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図 4-1:沖縄本島周辺の海表面潮流流速の時間変化. 赤線

は水深 100m を示す等高線である. 

 

 図 4-1 から,島の地形に応じて回り込むように,流速が

大きくなっていることが分かる.特に水深 100m 以下の

島と島との間の狭窄部において大きな流速が発生する. 

 

4-2，潮流エネルギー密度 

 図 1 (a)の発電方法を想定する場合,プロペラ付近の局

所的な潮流流速が分かれば取得し得るエネルギーや発電

量を見積もることが可能である.そこで,MITgcm により

求めた流速から，単位面積の断面を通過する潮流エネル

ギー密度を次式により算出した． 

 P = 0.5rV3  

ここで P は潮流エネルギー密度[W/m^2]，ρは海水の密

度[kg/m^3]，V は潮流流速[m/s]である.潮流エネルギー

密度は,単位面積の断面を通過する潮流エネルギーを表

す.  

 図 4-2,4-3 は,図 2-2 で示した P-P’断面における潮流エ

ネルギー密度分布を表す.位相は,図 4-1 と同じである.P-

P’は沖縄本島から沖へと向かう斜面と平行且つ流速の最

大値が現れる点を通るように選んだ. 

 

 

 

 

 

図 4-2：沖縄本島周辺の潮流エネルギー密度分布 (Run1) 
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図 4-3：沖縄本島周辺の潮流エネルギー密度分布 (Run2) 

 

  潮流エネルギー密度は,鉛直方向にほぼ一定であり,潮

汐の位相に応じて水深 0m〜100m の間の領域で特に大

きくなる.水深 100m〜1000m の領域では,ほとんど大き

な潮流エネルギー密度はみられない. 

 次に Run1 と Run2 での点 Q (図 2-2 参照) における潮

流エネルギー密度を水深方向に積分した水深積分潮流エ

ネルギー密度の時間変化を図 4-4 に示す.潮汐の位相に

応じて,水深積分潮流エネルギー密度が時間変化してい

ることがわかる. 

 

図 4-3: Run1 と Run2 での水深積分潮流エネルギー密度   

(対数表示) の時間変化.赤いグラフが Run1,青いグラフ

が Run2 を表す. 

  

 グラフから,中潮時である Run1 に対し,大潮時を想定

した Run2 は約 100 倍の水深積分潮流エネルギー密度を

持つことがわかる. 

 

4，結論 

・ 全球潮汐モデル TPXO による潮流場の再現性が確

認できた. 

・ 全球潮汐モデル TPXO で計算した潮流流速を境界

条件として三次元非静水圧海洋モデル MITgcm に

代入し,求めた潮流場の再現性を確認できた. 

・ 流れが回り込むような地形に対応し,流速が大きく

なることが確認できた.また,特に水深の浅い島と島

の狭窄部で大きな流速が発生した. 

・ 潮流エネルギー密度は,鉛直方向にほぼ一定で,潮汐

に応じて水深 100m 以下の領域で大きくなった. 

・ 中潮時よりも,大潮時の水深積分潮流エネルギー密 

度は 100 倍ほど大きくなる可能性があることがわか

った. 

 

本研究では,M2 成分のみを計算した潮汐条件を境界条件

として潮流場を求めた.今後は,11 成分潮を考慮した境界

条件を与え,潮流場を求めることで,より精度の高い大潮

時・小潮時の潮流エネルギー分布の比較を行う予定であ

る. 
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